


議事次第

ページ説明者議事

—事務局開会・資料確認

—内閣府 参事官参事官ご挨拶

4事務局／座⾧委員紹介・座⾧選出・座⾧ご挨拶

5～9事務局議事(1) 本事業の背景・ゴール・進め方

10～14事務局議事(2) 備蓄の現状とこれまでの考え方（熊本地震速報を含む）

15～19座⾧進行議事(3) 論点（本日方向性を確認したい事項）

20～23事務局議事(4) 分科会での検討事項・今後の進め方・宿題

—事務局閉会 2



第1回の位置付け:構造・枠組みの合意

本日のゴール

共有 方向性の合意

⇒

⇒

⇒

ご意見いただきたい点

⇒

⇒

⇒
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委員紹介・座⾧選出

4



議事(1) 本事業の背景・ゴール・進め方

本事業の背景






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議事(1) 本事業の背景・ゴール・進め方

本事業の背景 公表すべき品目について（昨年度成果）
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議事(1) 本事業の背景・ゴール・進め方

本事業の背景 公表すべき品目について（昨年度成果）







議事(1)

本事業のゴール（成果物）
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議事(1)

会議体と全体スケジュール

10月 11月 12月 1月 2月
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議事(2) 備蓄の現状とこれまでの考え方

東日本大震災以降の備蓄関連文書の変遷と体系

2012.6    災対法改正:備蓄不足時の物資供給要請
要請を待たない供給（プッシュ型の根拠）

2013.6    災対法改正:指定避難所制度、避難所内
外の被災者への物資配布（§86の6・7）

— 法改正なし（計画・指針の充実期）
2025.7    災対法等改正:自治体の⾧に備蓄状況の年

1回公表を義務化（§49②）／
救助法に「福祉サービスの提供」追加

2011.12  防災基本計画:最大クラス想定・2レベルの
考え方

2015.3    南海トラフ具体計画:国が4～7日目分をプッ
シュ型で調達

2016.3  首都直下具体計画（同様の物資調達計画）
2017.4  防災基本計画:熊本地震の教訓を反映

2025.6  南海トラフ具体計画 最終改定
2025.7    防災基本計画:家庭備蓄「最低3日・推奨1

週間」、スフィア基準、国備蓄の分散
2026.7    防災基本計画 修正

2013.8    避難所の生活環境確保に向けた取組指針
（内閣府）

2016.4 避難所運営GL・トイレGL・福祉避難所GL
（内閣府）

2019.3 ラストマイルHB:必要量・保管面積の算出基
準（国交省）

2019.3 食品ストックガイド（農水省）
2022 ラストマイルHB改訂:停電・感染症

2024.3 ラストマイルHB改訂:倉庫シェアリング
2024.6  在宅・車中泊避難者支援の手引き
2024.12  取組指針・各GL改定

（スフィア基準、開設時の簡易ベッド等）
2026.9  要配慮者向け食品ストックガイド改定

（農水省）

2011.4    避難所の栄養参照量（厚労省）
2012.2    地域防災計画の見直し要請（消防庁）

2018.8  避難所の栄養管理（厚労省）
2020     物資調達・輸送調整等支援システム運用開始

2025.1    全国備蓄状況調査（50品目）公表
2025.4    B-PLo運用開始
2025.6    トイレ必要数算定シート／

温かい食事確認シート

不足は県・国に要請する前提。自治体備蓄の数量基準は
示されず 必要量・保管面積の算出基準、栄養参照量など算定の

材料が分散して整備

公表義務化で各自治体の水準と根拠の説明が必要に
→数量の考え方が空白
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議事(2)

国・地方公共団体における備蓄の現状

問題提起:約8割の市区町村が最大規模の被害想定を根拠に備蓄量を算定している一方、現在の備蓄が充足していると回答した団
体は約半数にとどまる


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議事(2)

国・都道府県の備蓄物資の現状の考え方

12



•



•

•



議事(2)

これまでの数量算定の考え方と課題

地域防災計画・備蓄方針にみられる主な算定方法

必要備蓄量 ＝ 想定避難者数 × 品目別1日消費量 × 備蓄日数（1～3日）
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議事(2)

令和8年熊本地震における物資供給の状況（速報）①発災～24時間

宇城市

•

⇒
⇒

•
•

•
•

熊本県

•
•

•

⇒

•
⇒
⇒

•

•

政府
•
•
•

•
•
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問題提起:比較的発生頻度の高い規模の災害で需要と供給のミスマッチが生じるのであれば、南海トラフ地震・首都直下地震には対応
できないため、どの時点で、何が、どれだけ足りなかったのかを検証し、計算式の前提に反映する。

⇒



議事(2)

令和8年熊本地震における物資供給の状況（速報）②24時間～1週間

•
•

•

•
•
•
•
•

•
•
•
•
•

•

•

•

•
•
•

•
•
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











議事(3) 論点

本日ご議論いただきたい論点

•

•
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議事(3) 本日合意

論点①＋⑤ 前提とする災害規模と段階の考え方

STEP １

STEP 2

STEP ○

その地域で想定し得る最大規
模の災害の想定避難者分

南海トラフ巨大地震
日本海溝・千島海溝地震
首都直下地震 など
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STEP ３

•
•



議事(3) 本日合意

論点②＋③＋④ 計算式の構造と自由度

基礎計算式（素案）Qi:自治体が備えるべき必要備蓄量（i:品目）

Q
i
＝ N × C

i
× ( D

base,i
＋ D

add
) × R

climate,i
－ Q

red,i

国が示す標準値
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議事(3) 本日合意

基礎計算モデルの作成に関するイメージ図

Qi ＝ N × Ci × ( Dbase ＋ Dadd ) × Rclimate － Qred

観
点
❷
：
リ
ス
ク
要
因

Qi ＝ N × Ci × ( Dbase ＋ Dadd )（× Rclimate）

観点❶:減算要素（Qred）の考慮
※ N:国が方針を示す（ア.想定最大規模災害／イ.実績避難率／ウ.人口の一定割合）【論点③】 Ci:既存の指針等の数値を適用 Dbase:3日／7日（R7年度議論済み） Qred:減算条件は【論点④】
※ 自治体が何を選択・考慮したかを可視化できるようにする



議事(3) 意見聴取

論点③～⑤ ご意見をいただきたい事項


















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議事(3) 意見聴取

論点④ 流通備蓄の事例について

CASE1 CASE2



議事(4)

今年度ゴール
標準化が必要な品目を特定し、品目ごとの最低基準・推奨仕様（標準仕様案・調達
チェックリスト）を取りまとめ、ガイドライン4章に反映（食料の質の観点を含む）
委員選定:基礎調査で標準化が必要とされた品目の知見を持つ団体

今年度ゴール
流通備蓄・民間協定を備蓄量に算入する条件と、都道府県と市町村の役割分担の考え方
を整理し、モデルケース集としてガイドライン3章に反映
委員選定:特徴的な備蓄方針のある県、災害時の物資支援実績がある民間事業者
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分科会について



議事(4)

検討会と分科会の関係性

•

•

•

⇒

•

•

•

•

•

⇒

•

•

•

•

ガイドライン策定の流れ:第3回検討会終了後、1月に関係省庁や自治体へ意見照会を実施した後、2月にガイドライン完成予定
なお、検討会・分科会の都度、会議資料及び議事概要を内閣府防災のホームページに掲載する予定
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議事(4)

検討会と分科会の議題

＊内閣府『防災分野における地域と企業の連携の新たなあり方検討会』の議論と整合を図る

•
•
•
•

•
•
•

•

•

•
•

•
•

•
•

•
•
•

•
•

•

•
•

•

•

•
•
•

•
•
•
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議事(4)

分科会での検討事項・今後の進め方・宿題

委員の皆様へのお願い（宿題）
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